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論文
農業生産経済学の展開と経営規模論
?
本 志 良
第1節はじめに
本稿はアメリカとわが国の農業経営研究における経営規模論の展開過程を，
主として農業生産経済学の展開との関連のなかで検討することを意図してい
る。第 1に生産経済学を構成している主要概念の一つである生産関数概念がど
のように生成，発展してきたかについての考察を伏線として，このような生産
関数概念のなかに経営規模概念がどのようにくみ込まれてきたか，生産関数分
析のなかで経営規模問題がどのように取扱われてきたか，第2に，生産経済学
の展開過程において経営規模に関連する研究対象（問題領域）や理論がどのよ
うに拡張してきたかなどについて検討することが本稿の中心論題である。
先ず，アメリカにおける生産経済学の展開と経営規模問題との関連を概観す
ると以下の通りである。即ち， アメリカにおいて1950年代に Heady,E. 0., 
Johnson, G. L. 等によって生産経済学が集大成されたといわれているが，ここ
に到達するまでの展開過程はしばしば以下の如く示される丸 1920年代以前
に，先ず Ely,R. T., Taylor, H. C., Carver, T. H. 等によって生産経済学
へのスタートがきられ， 1920年代に， Spillman,W. J., Black, J. D., Ezekiel, 
M. J.B. 等の努力によって今日いわれるような生産経済学が樹立された。その
後，特に1930年代には Hicks,J. R., Carlson, S. 等による新古典派の企業理
論， 1940年代には計量経済学，数理経済学など理論経済学における理論的・方
1)農業における生産経済学の動向を示す文献として〔5〕，〔27〕● 〔29〕などを参照。
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法論的発展を基礎にして，生産経済学は急速な発展を遂げ， 1950年代には生産
経済学の全盛期を迎えることになった。本稿で問題にする生産関数概念の生
成•発展の過程もまさに以上で概観したような生産経済学の展開過程の主な内
容を構成するものであった。即ち，Spillman,W. J.等による収穫逓減の法則に
関する実験を中心とした 1変数生産関数に関する研究， Tolley,H. R., Black, 
J. D., Ezekiel, M. J. B. 等による統計的研究を中心とした多変数生産関数に
関する研究への発展過程， Douglas,P. H. 等による生産関数の計測， その後
における新古典派の企業理論の発展を背景にして，等量線，限界代替率，生産
曲面などの概念が導入され，今日の精緻化され，一般化された生産関数へと発
展してきた過程などがそれである。更に，生産経済学の展開過程において不確
実性の理論，不完全競争の理論，固定資産の理論などの発展があり，経営規模
に関連する理論の領域も著しく拡大した。
また，以上の生産経済学の展開過程をその研究対象（問題領域）という観点
からみると， それは当初， ミクロ（農企業）水準の資源の最適配分の問題に関
心が集中されていたが，以上にみたような生産経済学の発展と共にその問題領
域はセミマクロ，マクロ水準における資源の最適配分問題にまで拡大され，近
年の生産経済学における問題領域は著しく広範囲のものになってきている。以
上のことは本稿で問題にする経営規模問題についても同様であり，生産経済学
は次のような経営規模問題，①経営規模分布の現状を説明すること ②経営規
模の歴史的趨勢を明示すること ③経営規模の地域間の差異あるいは同一地域
内の農家間の差異を説明すること ④最低生活水準を保障するのに必要な経営
規模を決定すること ⑥経営規模の財務的安定性に及ぽす効果を把握すること．
⑥経営規模の労働生産性に及ぽす効果を計測すること ⑦種々な技術進歩が
経営規模に及ぼす効果を把握すること ⑧特定の経営規模をもつ農家群の特性
を把握すること ⑨種々な条件下での適正経営規模を決定することなどを扱っ
てきた2)。 このように，これまで生産経済学が対象としてきた経営規模問題は
2)文献〔44〕参照。
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私経済的観点からの問題と同時に，地域経済・国民経済的観点からの問題ある
いは規範的 (normative)性格の強い問題と同時に実証的 (positive)性格の強
い問題まで極めて広範囲に及んできている。
他方，以上で概観したようなアメリカにおける農業生産経済学は，わが国の
農業経営研究に多くの影響をもたらした。即ち，わが国の農業経営研究におい
て生産経済学は既に戦前から部分的に導入されてそれなりの影響を及ぼしてき
たが， 1960年頃から神崎博愛・高山崇等によって体系的噂入が行なわれ，理論
的・実証的研究において多くの成果をあげてきている。このことは農業におけ
る経営規模に関する理論的・実証的研究においても同様であり，なかでも生産
関数による実証的研究が多く展開されている。このような農業生産経済学に基
礎をおいた経営規模に関する研究は，後に詳しくみるようにわが国の農業経営
研究における経営規模に関する研究において重要な位置を占めている。
以下，適正比例説以降の生産関数概念の生成•発展に関する考察を伏線とし
て，特に，最適経営規模概念及び最適経営規模決定の問題をアメリカにおける
理論的研究を中心に展望する。それはこれらの問題がそれ自体，重要な理論的
問題であると同時に，上に示したようなこれまでの生産経済学が対象としてき
た多くの経営規模問題の基礎をなしているからである。更に，このような最適
経営規模概念及び最適経営規模決定の理論が不確実性の理論や不完全市場の
理論などの展開，家族農業 (familyfarming) に関する理論の展開などによっ
てどのように拡張されてきたかを概観する。最後に以上の展望を基礎にして，
わが国の農業生産経済学を基礎にした農業経営研究における経営規模論を特に
実証的研究を中心に展望する。
第2節 適正比例説と農業経営規模論
アメリカの農業経営研究における経営規模論の展開過程を生産経済学の展開
との関連のなかで検討しようとする場合，先ず，Taylor,H. C.,1lCarver, T.N.2l 
1)文献〔55〕，⑮6〕, 〔5勾， (58〕等を参照。
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等によって展開された適正比例説 (:properproportion) の検討から始めること
が重要であると考える。というのは，アメリカの農業経営研究において，経営
規模問題が経済学的に本格的に取扱われるようになったのが Taylor,H. C., 
Carver, T. N. 等によってであること，先にも指摘したように，これらの人々
によって生産経済学へのスタートがきられたこと，.Taylor, H. C., Carver, 
T. N. 等の適正比例説の基本的部分はほとんどそのままのかたちでその後の
Black, J. D.,3> Holmes, C. L.4>等に引き継がれ，これらの人々によって生産
経済学が確立される過程で重要な理論的内容をなしていることなどの諸点を指
摘し得るからである。
以下で先ず検討しようとする Taylor,H. C. 等による適正比例説は， Young,
A.s>によって代表されるイギリス古典農業経済学における適正比例説 (just
proportion)の流れをくむものである。しかし， いうまでもなく， これら二つ
の適正比例説の間にばいくつかの相違点を指摘することができるが，これらの
相違点は Taylor,H. C. 等のアメリカにおける適正比例説の特徴を知るうえ
で重要と思われる。
イギリス古典農業経済学，特に Young,A. に関してわが国でも既にいくつ
かの研究がある6)。そのなかで Young,A. の理論を適正比例ないし比例概念
の銀点から学説史的に論じている棚橋初太郎氏の研究”によって，適正比例説
の概念，それらの前提条件等について概観しよう。 Young,A. の適正比例説
の概念を最も端的に知り得るところは，農場内部の各部門の間に，また経営手
2)文献〔6〕を参照。
3)文献〔1〕, 〔2〕，〔3〕’〔4〕等を参照゜
4)文献〔16〕を参照。
5)文献〔67〕を参照。
6)本稿でとりあげる棚橋初太郎氏の研究の他に，経営規模と集約度の側面からとりあげ
た岩片磯雄氏の研究――—たとえば文献〔22〕ー―-や農法の発展段階の側面からとりあ
げた飯沼二郎氏の研究—たとえば文献〔17〕ー~などがあげられる。
7)棚橋氏の Young,A に関する研究には文献〔52),〔53〕・など， また，適正比例説の
系譜に関する研究には文献〔55〕がある。
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段の間に適正比例を実現することによって可及的大なる収益 (profit)を獲得し
得ることを主張しているところにある。このような農場内部の各部門間，経営
手段間における適正比例は大規模な農場においてはじめて可能であると主張し
ているところから， Young, A. はしばしば大農論者としての位置づけがなさ
れている。この点は Young,A. の適正比例説の一つの重要な特徴を示してい
ると同時に，それらの前提条件とするところと密接に関連している。 Young,
A. の適正比例説における重要な前提条件として指摘されている点は，一つは
それが当時のイギリスにおける借地大農場＝利潤追求を目的とする資本家的企
業を，二つは4圃輪栽式による牛の飼養を行なう有畜農業を主眼としていると
いう点である。したがって， また， Young,A. の適正比例説は以上の点から
資本または生産手段を基調として立論を試み，労働をむしろ副次的立場におい
でいるというもう一つの特徴が指摘され得る。
以上のような Young,A. の所謂，適正比例説は18世紀末イギリスにおい
て，科学的輪作式経営が合理的農業 (rationalhusbandry)として強調されたと
き，それを基礎づける理論としての重要な役割を果たしたが，同様なことは科
学的輪作式経営が当時のドイツ・フランスなどのヨーロッパ諸国に導入される
ときも，それを基礎づける理論としての役割を果たした。しかし，その後の適
正比例説は各々の国の事情，特に，土地制度とそれを反映した農業経営の企業
形態を反映して独自の方向への理論的展開を遂げ，当時土地が比較的稀少で領
主的農場ないし（その後の）企業的地主農場の支配的なドイツにおいては， 適
正比例説が集約度論へと転化されたことは指摘されているところである8)。
アメリカにおける適正比例説は先にも指摘した如く，イギリス古典農業経済
学における適正比例説の流れをくむものであるが，同時に， ドイツにおける集
約度論の展開を理論的媒介としており，後にみるように，集約度の問題を適正
比例の一つのケースとして位置づけしているのとともに，経営規模の問題につ
いても同様，適正比例の一つのケースとして位置づけしているところに注目す
8)以上の Young,Aに関する論述は棚橋氏の研究に負うところが多い。
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べき-つの理論的特徴がある。更に，アメリカにおける適正比例説のもう一つ
の重要な理論的特徴は，後にみるように適正比例説が明示的に収穫逓減の法則
を基本において展開されていること，したがってまた，限界概念が導入され限
界分析的手法によって生産要素間の最適比率が決定されるところにある。これ
ら二つの理論的特徴は， Yo¥[ng,A. に代表されるィギリス古典農業経済学に
おける適正比例説に比較してアメリカにおける適正比例説が理論的に著しく進
歩していることを示している。以下， これらの点について前節で設定した論
点，即ち，最適経営規模概念，最適経営規模決定の問題の観点から Taylor,
H. C. の適正比例説を中心に検討しよう。
Taylor, .H. C. は1905年に AnIntroduction to the Study of Agricul-
tural Economicsを発表して以来，先に本節注1であげたような多くの著書
を発表しているが，これら一連の著書のなかで， Taylor,H. C. の適正比例説
の基本的部分はほとんど変化していない。
Taylor, H. C. の最適経営規模及び最適経営規模決定の理論は，結合（投入）
単位 (compositeunits), 経営（管理）集約度 (intensityof management)とい
う二つの基本的概念を基礎に構成，展開される。前者は一定の場所と時間，即
ち，一定の自然条件，一定の市場条件，一定の技術条件のもとにおける土地・
労働・資本財の最適比率の結合単位を示し，先ず，労働と資本財との最適比率
の結合単位が決定され，次に労働・資本財の結合位単と土地との最適比率の結合
単位が決定されている。この労働・資本財の結合単位と土地との結合比率が集
約度概念と結びつくものであることはいうまでもない。後者の経営集約度は以
上の労働・資本財・土地の結合単位と一定の経営活動 (managerialactivity)と
の結合比率をいう。このような最適結合比率が問題にされるのは，いうまでもな
く，収穫逓減の法則の作用が前提にされているからであり，限界分析的手法によ
ってそれが決定される。第 1図は労働・資本財の結合単位と土地との最適結合比
率決定の過程を地代がゼロの場合と地代（定額）がARの場合について平均生
産力曲線 AX'P又は RY'P', 限界生産力曲線 AI'Bを用いて示したもので
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ある。地代がゼロの場合の最適結合比率はAX,ARの定額地代の場合のそれは
AY, 定率地代の場合のそれはAXであることは説明するまでもなかろう。
I' 
??
? ?
?
第 1図
以上のような二つの基本的概念を前提として Taylor,H. C. の適正比例説
における経営規模概念についてみれば，それは一定の経営集約度をもった労働
・資本財・土地の結合単位が 1人の経営者によって運営されるその大きさとい
うことになる。また，その最適経営規模は第2図に示すように， 1単位の結合
単位の連営によってもたらされる収益（口ABC'C,□ CC'D'Dなど）とそれを運営
することによって生ずる苦痛を相殺するに必要な収益の大きさ (PP'曲線）が一
致する結合単位の大きさとして決定される。しかし，経営者によって第2図の
PP'曲線は異なるから当然，最適経営規模も異ってくる。現実の農業経営規模
の多様性はこの点から説明される。
／ P' 
B 
C'D'E'F'G'H'l'K'L'M'N'O' 
p 
A CDEFGHIKLMNO 
?
?
第 2図
以上にみるように， Taylor,H. C. の適正比例説は集約度，経営規模を4つ
の生産要素間の結合比率の問題として把え，収穫逓減の法則を前提として限界
分析の手法によって各々の最適比率を決定している。この点で Young,A. の
適正比例説に比較して著しい発展の跡をみることができる。同時に， Taylor,
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H. C. の適正比例説においては，労働・資本財のみでなく，土地も含めてこれ
らが自由に入手できることが前提にされ，経営活動・経営意欲など経営者に最
も重要な地位が与えられていることも， Young,A. の適正比例説と著しく異
なっている。 Taylor,H. C. の適正比例説におけるこの特徴は後にみる生産関
数分析の前提条件と合致するところであり， Black,J. D., Holmes, C. L. 等
によって適正比例説が引き継がれ，これが生産関数と結合していくことは当然
予想されることである。なお，Taylor,H. C. 等による適正比例説は Black,J. 
D., Holmes, C. L. 等によって引き継がれるが，それは単に要素結合においての
みでなく，部門結合に関しても発展をみる。後者については本稿では省略した。
第3節 生産関数概念の生成•発展と適正比例説
前節で Taylor,H. C. の適正比例説を中心に検討したが， そこで明らかに
された如く，適正比例説は土地・労働・資本及び経営（活動）という 4つの生
産要素間の結合関係を問題としており，集約度・経営規模は各々生産要素間の
結合関係の一つのケースとして位置づけられるものであった。また，適正比例
説は収穫逓減の法則を前提とした限界分析に基づいて最適集約度，最適経営規
模を決定するものであった。したがって，適正比例説において収穫逓減の法則
の果す概念上の役割は極めて重要なものであり，適正比例説のその後の理論的
発展は，この収穫逓減の法則に関する概念的・方法論的発展，即ち，その背後
にある生産関数の発展と表裏一体の関係をなすものであるといえる。そこで，
以下本節では生産関数概念の生成•発展の過程を概観し，適正比例説における
経営規模概念が生産関数のなかにどのようにくみ込まれていくか，換言すれ
ば，適正比例説における経営規模概念がくみ込まれるべき生産関数がどのよう
に準備されていくかについて検討しよう。
生産関数に関する議論は収穫逓減の法則に関する議論と共に極めて古い
が叫 生産関数概念の生成•発展の過程は生産関数の定式化・一般化の試みの
1)文献〔29〕
254 
農業生産経済学の展開と経営規模論（稲本） 371 
過程としてみることができる2)。 その生産関数の定式化・一般化に関する初期
の試みは，肥料と作物収量との間の基本的関係を明示しようとした最初の試み
である Liebig,V. の最小律 (thelaw of minimum)をよりー般化し，定式化
しようとした農学者たちによって展開された3)。 これらの人々の関心は一定の
条件下における肥料や飼料などの投入量と産出量の間の投入ー産出関係，即
ち，生産関数を定式化することによって収穫逓減の法則を証明すること，更に
収穫逓減の比率（程度）を定量的に把握することであった。 このような研究方
向をもつアメリカにおける生産関数の定式化に関する最初のものとして Spill-
man, W. J.の研究があげられる叫
(1)式は1924年， Spillman,W. J.が施肥実験によるデータに基づいて定
式化したものであり，一般に Spillmanの生産関数といわれるものである。
Y=A(l-Rェ）・・・・・・ー・・・・・・・・・・・(1) 
但し， Y:総収量， x:肥料投入量， A:一定の技術条件のもとで
獲得され得る極大収量， R: 肥料 1単位の追加投入による総収量の増
加比率
この生産関数の定式化によっては，従来，必ずしも証明を伴っていなかった
収穫逓減の法則が施肥実験による具体的なデータに基づいて証明されたと同時
に，収穫逓減の比率（程度）が定量的に把握された。 この結果， 種々な作物生
産において，肥料や生産物の種々な価格条件のもとで，種々な土壌条件の土地
単位面積当たり経済的に最も有利な肥料の投入量を決定すること，即ち，肥料
と土地の最適結合比率（肥料の最適集約度）を決定することが可能になった。
Spillmanの生産関数は以上にのべたような点で大きな意義が認められてい
るが， また次にのべるような特徴（理論上の制約を残している点）にも注目して
おかなければならない。
2)文献〔29〕
3) Liebig, V. 以降の研究の系譜は文献〔14〕に詳しい。
4)文献〔50〕参照。
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第1に，この生産関数は施肥実験における肥料投入と作物収量との間の投入
ー産出関係を数学的に表現したものであり，これは他の総ての投入要素の水準
が固定された条件のもとで投入ー産出関係を問題にしている。この点で， (1)
式で示される生産関数は次節で問題にする要素間の比率と生産量との間の関係
を規定する短期的生産関数として位置づけられるものである。第2に，この生
産関数では肥料の追加投入とともに限界生産物が一定の比率で減少することが
先験的に仮定されており，したがって，総生産量は一定の技術条件下で獲得さ
れ得る極大産出量以上に増加するということはあり得ない。この意味で収穫逓
減，更に限界生産物が負になるという三つの領域をもつ一般的な生産関数に比
較すれば， Spillmanの生産関数は部分的な生産関数であるといえる。 ． 
Spillmanの生産関数に関する研究は，その後アメリカにおいて種々な発展
をみるが，一つの重要な発展は多くの変数を含むより一般的な生産関数の定式
化に関するものである。この点については Spillman,W. J.自身の展開もある
が，顕著な発展は次に検討する Black,J. D. 等の研究においてみられる5)0 
1924年に発表された Tolley,H. R, Black, J. D., Ezekiel, M. J.B. 等の研
究町;l:,Spillman, W. J.等の研究と同様に収穫逓減の法則を，具体的な投入
ー産出関係の数量的把握，即ち生産関数の定式化を通じて定量的に把握するこ
とを主な目的としていた。特に，この研究では Spillman,W. J.が主として
行ったような 1生産要素と生産物の間の生産関数の定式化に加えて，多数の生
産要素と生産物の間の生産関数の定式化が意図されていた。このような後者の
意図は生産要素相互間の関係の分析を包含するものであり，従来の研究に比較
して当然，投入ー産出関係に関する概念自体が拡張されていると同時に，方法
論的にもいくつかの点で発展している。このような観点から，この研究に関す
る次のような特徴を指摘し得る。
第ーは，生産関数の計測において，従来の研究では変動要因をコントロール
5) Spillman, W. J.と同様な方向でのその後の研究として，例えば文献〔24〕がある。
6)文献〔62〕参照。
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し得る実験に基づくデータが利用されてきたが，この研究では初めて多くの変
動要因を含む農業経営調査に基づく現実の経営間又はクロスセクション・デー
タが利用された点である。第二はmultiplecorrelation, curvlinear correla-
tion, multiple curvlinear correlationなどの統計的手法が多く利用された
点であり，特に，他のいくつかの生産要素の影響を除去して，特定の生産要素
と生産物の間の投入ー産出関係を定量的に把握しようとした点である。第三は
次に示すような生産量を二つの生産要素の関数として生産曲面表 (tapularpro-
duction surface) が表示された点であり，•生産要素間の比率及びそれらの投入
量と生産量の間の同時的な投入ー産出関係を表示し得た点である。
このように，この研究は多くの生産要素を含む多変数生産関数の計測を主要
な意図として展開され，必ずしも数学的表示はなされなかったが，等量曲線．
限界代替率，生産曲面などの概念に近いところまで投入ー産出関係を発展させ
たという重要な意義を有するものである。
第1表 DailyGains in Pounds per Head as a Function of Corn 
and Hay Input From Tolley, Black, and Ezekiel Study 
Com Pounds per Day 
Hay Pounds per Day 
8 12 16 20 
10 1. 61 1.81 1. 98 2.13 
15 1. 96 2.16 2.33 2.48 
20 2.27 2.47 2.64 2.79 
25 2.41 2.61 2.78 
ところで，以上にみるようにBlack,J. D. 等の研究は生産関数概念の発展，
分析方法上の発展という点で学説史上重要な役割を果たしたが，多変数生産関
数の定式化及び等量線・限界代替率•生産曲面などの諸概念に関する明確な位
置づけの問題は依然として残され，これは理論経済学での次に示すような二つ
の発展をまたねばならなかった。これに関する主な発展の一つは Douglas,P. 
H. を中心とする多変数生産関数の定式化とそれらに関する一連の計測であ
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り叫二つは Hicks,J. R. a>等による企業理論の発展，特に，無差別曲線によ
る分析方法の発展である。
Douglas, P.H. は1928年に初めて (2)式の生産関数を定式化して，これを
アメリカにおける製造工業に関する1899~1922年のタイムシリーズ・データに
適用して生産関数の計測を試みた9)0 
P'=bLkび k................. (2) 
但し P':生産指数系列， L:労働投入指数系列，
c: 固定資本投入指数系列， k,1-k:L, Cの生産弾性係数，
b: 定数
Douglas, P. H. は更にクロスセクション・データヘの適用による計測， 生
産弾性係数の和を先験的に 1としない，即ち， 1次同次の制約のない生産関数
の計測などを加え，生産関数の実証的研究に多くの貢献をなした。また，
Douglas, P.H. 等の多くの計測を背景に，計測された生産関数自体のもつ意
味や計測手法に関する多くの議論が展開され，この点での発展も著しい10)。
以上のような理論経済学での発展を基礎にして， 1940年代半ばから，アメリ
カの農業経営研究においても， Tintner,G. and Brownlee, 0. H.,1> Tintner, 
G.,12> Heady E. 0.13>等によって多変数のダグラス型生産関数の計測がなされ
るようになった。
これらの計測は何れも農業経営調査によるクロスセクション・データを利用
してなされ， Tintnerand Brownleeの計測では土地， 労働，建物，流動資
7) Douglas, P. H. 等による生産関数の計測事例， 生産関数計測に伴なういくつかの重
要な論争については文献〔14〕に詳しい。
8)文献〔15〕参照。
9)文献〔9〕参照。
10)文献〔14〕参照。
11)文献〔60〕参照。．
12)文献〔61〕参照。
13)文献〔12〕参照。
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産，稼動資産，現金経営費， Tintnerの計測では土地，労働，土地改良施設，
流動資産，稼動資産，現金経営費， Headyの計測では土地，労働，機械・施
設，家畜・飼料，現金経営費などを含む多変数生産関数が計測されている。
このようにして，農業経営研究の分野においても多変数生産関数が定式化さ
れ，更に， Hicks,J. R. 等による企業理論の発展，無差別曲線による分析方法
の発展がなされて，集約度，経営規模概念が多変数生産関数と結合し，顕著な
理論的発展をみることになった。これは 1950年代， HeadyE. 0., Johnson, 
G.L. 等を中心に展開されるが， 1950年代の生産経済学の全盛期と呼応するも
のである。
第4節 アメリカにおける農業生産経済学と
農業経営規模論
生産関数概念の生成• 発展の過程は前節までにみてきたような多変数生産関
数の定式化と Hicks,J. R. 等による研究を基礎とした無差別曲線による分析
手法の導入によって完了する。これによって集約度・経営規模関係を各々生産
要素間の結合関係の一つのケースとして含む適正比例説も，「比率」と「規模」
というかたちで生産関数概念のなかに統一的に位置づけされることになる。
本節では Heady,E. 0., Johnson, G. L. 等によって 1950年代に集大成さ
れた生産経済学における経営規模論の現状について概銀しよう。これらについ
ての多くは 1952年の Heady,E. 0. による Economicsof Agricultural 
Production and Resource Use, 1956年の Heady,E. 0., Johnson, G. L., 
Hardin, L. S. による ResourceProductivity, Returns to Scale, and Farm 
Size等によって体系的に示されている。
これまで本稿では生産関数の生成•発展の過程の重要な側面として， 1変数
生産関数の定式化から多変数生産関数の定式化への過程に注目してきた。この
過程が有する理論的発展上の意義は，それを生産経済学において峻別される短
期的生産関数及び長期的生産関数と対応させることによってより明確になる。
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いうまでもなく，短期的生産関数は何らかの固定的生産要素の存在のもとにお
ける変動的生産要素の投入と産出との関連を規定するものであり，これは一定
の規模のもとにおける生産要素間の比率と産出との間の関連を規定しているも
のである。これに対し，長期的生産関数は総ての生産要素が変動的である場合
の投入と産出との間の関連を規定しているものであり，両者の関係は短期的生
産関数の包絡線として長期的生産関数が導出されるという点にある。この両者
の同様の関係はしばしば生産要素に関する完全競争市場を仮定して，短期的生
産関数に対応する短期費用曲線と長期的生産関数に対応する長期費用曲線との
間の関係として示され，短期費用曲線の包絡線として長期費用曲線が導出され
る。以上にみるように，ここでは何れの場合でも比率と規模は関数関係として
統一的に生産関数のなかに， したがってまた， 費用曲線のなかに位置づけさ
れ，最適比率，最適規模は所与の生産物・生産要素市場条件のもとにおける収
益極大化目標を達成するように同時的に決定される。
また，生産経済学において， しばしば「純粋の規模関係」について論じられ
る。即ち，長期的生産関数において総ての生産要素を同じ割合で変化させる，
即ち，生産要素間の比率を一定にした場合の投入と産出の間の関係がそれであ
る。そこでは比率と規模の間に関数関係がないとして各々独立的に生産関数，
したがって，費用曲線のなかに位置づけされ，所与の生産物・生産要素市場条
件のもとで収益極大化目標を達成するような比率と規模が一定の規模のもとに
おける相対的最適比率および一定の比率のもとにおける相対的最適規模として
各々決定される1)。 このように，生産経済学において比率と規模の間の関係に
ついて分析上の二つの立場を指摘し得るが，これらを現実の農業生産過程に照
してみると，比率と規模の間に関数関係の存在を想定することがより現実的で
あり，両者の者に独立な関係を前提とした「純粋な規模関係」を想定すること
は非現実的である2)。 いうまでもなく，それはいくつかの事実に基づくもので
1)文献〔8〕において無差別曲線などを使った詳しい解説がある。
2) Heady, E. 0. 自身も文献〔13〕において説明を加えている。
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あるが，なかでもそれを分割不可能な要素の存在に求める考え方が一般的にな
っている。このような分割不可能な要素が存在するもとでは，総ての生産要素
を同じ割合で変化させることは不可能であり，現実の農業生産においては比率
と規模の同時的調整は不可欠である。
以上にみるように，比率と規模を生産関数に位置づける場合，二つの立場を
指摘できるが，この議論は想定する生産関数のタイプに依存するものであり，
以上までにみてきたように生産経済学においてしばしば計測されるダグラス型
生産関数の如き同次の生産関数 (homogeneousproduction function) において
は両者は一致する。即ち，同次の生産関数においては所与の生産要素市場条件
のもとで各生産量水準，したがって規模に対応した費用極小点の軌跡を示すい
わゆる拡張経路 (expantionpath)は常に直線になり，比率と規模に関する以
上の議論は解消されることになる。次式で示されるようなダグラス型生産関数
Y=AX1'"X2fl=町(X1,X2)……"'.""""………・・・(2) 
但し， Y:生産量， Xぃふ：生産要素， a,fi: 生産弾性係数，
l: 定数， t=a+(i
において規模関係を示す tの値，即ち， a+fiの値に議論が集中するのは以上
のような理由に基づくのであり，そこでの規模関係は
a+fi>lのとき規模に関して収穫逓増
rt+/i=l , ・ 収穫不変
a+fi<l 収穫逓減
として示される。
ところで，生産経済学において分割不可能な要素として経営能力が多く議論
される。この分割不可能な要素としての経営能力は適正比例説以来，多くの注
目をあつめ理論上も重要な役割を果してきたが，そのことは現在の生産関数と
結合した経営規模論においても同様である。既に指摘したように，経営規模論
において最適経営規模概念と同時に最適経営規模決定に関する問題は中心論題
の一つである。この論題の基礎をなすのが規模に関する収穫逓増，収穫不変，
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収穫逓減など規模関係に関する議論であり，特に最適経営規模決定の問題が関
連するのは規模に関する収穫逓減に関する議論であること，また規模に関する
収穫逓減の基礎が分割不可能な要素＝経営能力に求められることは衆知の通り
である。このような経営能力に関連して本稿で問題としてきた多変数生産関数
の定式化の過程をみると，主として経営能力を生産関数の一つの変数として定
量化することの困難さのために，特にその初期の段階，たとえば前節で検討し
た Tintner,G. and Brownlee, 0. H. ゃ TintnerG. や HeadyE. 0. 等
の多変数生産関数の計測では経営能力は変数のなかに入れられていない。しか
し， 1957年に Z.Grilichesは生産関数の計測において当然考慮すべき変数を
無視することによって生ずるバイアスについて論じたなかで叫 経営能力のよ
うな当然考慮さるべき変数を無視することによって，例えば，先に示した(2)
式における Cl,十¢ の値が過少推定されることを指摘している。 このようなz.
Grilichesの指摘をうけて， Mundalak,Y.4l・Massell, B. F.5lなどの研究が
ある。
以上，生産経済学における経営規模論の現状を最適経営規模概念及び最適経
営規模決定の問題を中心に検討した。しかし，これらの理論は更に不確実性や
不完全市場の理論の展開，家族農業 (familyfarming)に関する理論の展開に
よって拡張され，経営規模論が取扱い得る問題領域が拡張した。即ち，不確性
の理論の展開によって，農業における経営規模（資本の使用量）が不確定性およ
び危険嫌悪によって，また，資本の内的制限と同時に外的制限によってどのよ
うに制約されるか，農業における経営規模が生産要素の庭先売買価格間格差に
よってどのように硬直的になるかに関する理論が展開された。また，家族農業
の特質に関して，家族経営における家計が経営規模に及ぼす影響，家族経営に
おける自給資源が経営規模に及ぼす影響，家族農業における技術の特性が経営
3)文献〔1〕参照。
4)文献 (43〕参照。
5)文献〔40〕参照。
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規模に及ぽす影響などの側面から経営規模の異なる農業経営の併存に関する理
論が展開された。アメリカにおける農業生産経済学における経営規模論はこの
ような領域における理論の展開によって著しく拡張され，第 1節に指摘したよ
うな極めて領域の広い経営規模問題を取扱い得るものになった。
以上，アメリカにおける農業生産経済学における経営規模論を特に理論的側
面を中心に概観したが，この分野において多くの実証的研究がある。これにつ
いては既に展望論文もあるのでここでは省略した見
第5節 わが国における農業生産経済学と
農業経営規模論
前節では Heady,E. 0., Johnson, G. L. 等によって 1950年代に集大成さ
れた生産経済学における経営規模論の現状を，特に理論的側面に重点をおいて
概観した。このようなアメリカにおける生産経済学あるいはそこにおける経営
規模論は，わが国の農業経営研究に多くの影響を及ぼしてきた。最近，わが国
の農業経営研究を領域（対象）と方法という点からいくつかの系譜に分類し，
その展開過程を整理する試みがなされているが叫 そのなかで農業生産経済学
に基礎をおく農業経営研究の系譜が一つの重要な位置を占めている。特に農業
における経営規模論の研究についてみると各々の系譜の領域（対象）や方法を
反映した研究が多く展開されているが，そのなかで農業生産経済学に基礎をお
いた経営規模論が理論的側面と同時に実証的側面において多くの成果をあげて
いる。本節ではこのようなわが国における農業生産経済学に基礎をおいた経営
規模論の現状を概観する。
ところで，わが国において既に戦前からアメリカの農業生産経済学の導入が
なされてきたが，それは極めて部分的なものであった。わが国におけるアメリ
カの農業生産経済学の体系的な導入は 1960年頃からであり， 神崎博愛による
6)たとえば文献〔39〕を参照。
1)たとえば文献〔68〕を参照。
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『農業経営の理論と計測」2), 高山崇による『農業の生産経済学」3)などは農業
生産経済学に基礎をおいて農業経営学の体系化を試みた最も初期の成果であ
る。その後もアメリカの農業生産経済学は多くの影響を及ぽしてきたが，特に
農家の主体均衡論，経営計画論の領域ではわが国独自の発展を遂げ，現在，農
業生産経済学に基礎をおいた農業経営研究は極めて高い水準の学問領域を形成
しているといえるであろう。
このようなわが国の農業経営研究における経営規模論はいうまでもなくアメ
リカの場合と同様， 生産関数（あるいは費用関数）概念と結合した最適経営規模
決定の理論を中心に構成されている。生産関数概念と結合した最適経営規模決
定の理論は，所与の生産関数及び生産物•生産要素価格条件のもとで純収益を
最大にする経営規模を示すという規範的性格の強いものであり，その意味で特
に生産関数論的経営計画論とよばれることもある。しかし，わが国ではこのよ
うな観点から実際に生産関数を計測して最適経営規模を計測した事例は必ずし
も多くはない4)。 これはいうまでもなく理論上の制約によるものではなく，デ
ータ収集や偏よりのない生産関数を計測することの困難さに基づくものであ
る。また，近年農業経営投資決定の理論の展開がみられる5)。 これは最適投資
額あるいは最適投資期間の決定を中心問題にしており，以上でみた最適経営規
模決定の理論の流れに属するものである。しかし，この分野においても実際の
計測例は少ない。
他方，線型計画法を中心とした経営計画論は農業生産経済学のなかで重要な
地位を占めており，わが国でも独自の発展をとげた分野である。この線型計画
法は規模に関して 1次性を前提にして理論構成がなされており，したがって最
適経営規模決定の問題はいうまでもなく，規模に関連する問題の取扱いは一般
2〕文献〔34〕を参照。
3)文献〔51〕を参照。
4)このような視点から具体的に計測を行ったものとして文献〔位〕，〔47〕，⑯6〕などが
ある。
5)文献〔33〕を参照。
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にはなされ得ない。そして経営規模に関する要素は制約要素の大きさとして前
提にされる理論構成になっている。しかし，そのなかで不連続変数計画法はこ
のような線型計画法を基礎においてはいるが，生産要素の調達•投入および生
産物の産出・処分が，ある一定の分割不可能な技術単位としてのみ可能である
ために，これらに関係するプロセスの稼動水準が不連続な値しかとり得ない場
合の問題を処理するための方法である。この不連続変数計画法では線型計画法
における規模に関する 1次性の仮定をゆるめて，部門規模に関する収穫逓増及
び逓減の両ケースを取扱い得るのであり，わが国では久保見 今村”等によっ
て理論モデルと具体例が示されている。更に遠藤はこの方法を酪農経営の最適
設計に適用し，規模拡大に対応する現状での酪農施設ならびに機械化の最適化
を問題にした8)。
以上，わが国の農業生産経済学に基礎をおいた農業経営研究における経営規
模論の現状を，最適経営規模決定の理論を中心に概観した。この分野では理論
的研究が中心であり，具体的な計測に結びついた研究は必ずしも多く展開され
ているとはいえない。この分野における実証的研究は最適経営規模決定の問題
とは別の経営規模問題に関して多く展開されている。以下，これらを概観する。
ところで， わが国の農業を対象にして Cobb-Douglas型の生産関数が戦前
から多く計測され，これらの計測結果が規模の経済性の議論と結びつき多くの
議論が展開されてきた。大川は 1937・38・39年の各年について，『米生産費調
査結果」の個表を用いて次のような Cobb-Douglas型の生産関数
P=bT'"Lf3CY 
但し， P:生産量， T:土地面積， L:労働時間， c:資本額，
a, /3, r : 推定すべきバラメーター
を計測し9)' 生産弾性係数の和 {a+P+r}の値が1937年0.997,38年0.945, 
6)文献〔35〕を参照。
7)文献〔18〕を参照。
8)文献〔10〕を参照。
9)文献〔44〕を参照。
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39年0.908で各年ほぼ 1に等しい結果を得た。大川はこれらの計測結果より，
わが国の農業においてもっとも重要な地位を占める水稲生産において，規模に
関して収穫不変の関係が存在し，したがって大経営と小経営の間に生産能率の
差はほとんどなく両者の同時並存，更には小農経営存続の経済的，技術的根拠
のあることを示した。戦後，土屋の計測10)をはじめ多くの Cobb-Douglas型
生産関数が計測されたが，これらの計測結果も大川の見解を積極的に支持する
ものであった。この領域における同種の実証的研究はその後も多く展開された
が，大川等の計測結果から主張される見解に対して新たに2つの観点からの実
証的研究が加えられることになった。一つはわが国の農業においても規模の経
済の存在することを主張するものであり，二つは経営規模別農家間における生
産構造の相違を主張するものである。このことの背景には，わが国の農業にお
ける技術進歩の性格の変化，即ち，．品種の改良・育成，肥料の改善と施肥技術
の改善，土地改良，栽培管理の改善などによって代表される労働対象的・土地
節約的な技術進歩から機械化によって代表される労働節約的・手段使用的な技
術進歩への移行ということがある。前者は多額な資本投下と結びつくことは少
なく， 結びつく場合でも投下される資本財は可分割性 (divisibility)に富み，
いわゆる規模の問題にかかわる側面はほとんどないといえるものである。これ
に対し後者は多額の資本投下と結びつくものであり，しかも投下される固定資
本財は不可分割性 (indivisibility)が強く，当然に規模の問題にかかわる側面
をもつものである。
第 1 の観点に関しては稲本・加古•黒田等の実証的研究がある。先ず稲本11) は
以下で指摘した近年の技術進歩の性格や生産関数計測の前提条件に関する吟味
を行ない， 1956年~1961年の『米生産費調査」の個表を用いてCobb-Douglas
型の生産関数を2ha未満農家と 2ha以上農家各々について計測した。そして
2ha以上農家において規模の経済の存在することを指摘した。同じく稲本12)
10)文献〔64〕を参照。
11)文献〔19〕を参照。
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は1970年， 75年の「米生産費調査』の個表を用いて，小型化機械化体系，中型
機械化体系を各々一つのプラントと見なして各々を採用している農家の短期費
用関数を計測し，かつフリーハンドでこれらの短期費用曲線の包絡線としての
長期費用曲線を導出した。そしてこの長期費用曲線が右下りであること示し，
規模の経済の存在を指摘した。更に加古13)は1973年~75年の『米生産費調査』
の都府県データを使いてトランスログ費用関数を計測し，規模の経済の存在す
ることを，黒田14)は1965年， 67年の『農家経済調査」を用いてCobb-Douglas
型の利潤関数を計測して， 1 ha以上の大規模農家に関して規模の経済の存在
することを示している。以上にみるような生産関数・費用関数の計測結果に基
づくわが国の農業における規模の経済の指摘は近年のわが国の農業における経
営規模構造の変化，特にゆるやかではあるが大規模農家の増加傾向を技術的・
経済的側面から説明するものである。
第2の観点に関しーては土屋15), 沢田一北園16), 稲本17), 黒田18)等の研究があ
る。ここでは経営規模別農家の生産構造の相違が指摘される。先に概銀したよ
うなわが国の農業における規模の経済の存在自体が，経営規模別農家の生産構
造の相違を示すものであるが，ここではこのような生産弾性係数の和と同時に
その内容，即ち，個々の弾性係数の大きさあるいは大小関係に関心がもたれ
る。土屋，沢田一北園， 稲本は Cobb-Douglas型生産関数を計測することに
よって直接に生産弾性係数を求め， 黒田は Cbbb-Douglas型利潤関数から間
接的に生産弾性係数を求めている。各計測において若干のバイアスはあるが，
これらの計測結果は小規模農家の生産技術はヒックスの意味で相対的に労働使
12)文献〔20)を参照。
13)文献〔32〕を参照。
14)文献〔38〕を参照。
15)文献〔63〕を参照。
16)文献〔48)を参照。
17)文献〔19〕を参照。
18)文献〔38〕を参照。
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用一土地節約的，大規模農家のそれは相対的に労働節約一土地使用的であると
いう側面から大小農家間の生産構造の相違を示している。
ところで，以上で概観したような実証的研究において指摘される規模の経済
を技術的・経済的根拠として，わが国の農業における経営規模構造の変化が進
行しているが，このようなわが国の農業における経営規模構造に関して，経営
規模構造の硬直性，多数の零細農家の滞留という側面に注目して実証的研究が
いくつか展開されている。頼19)は二重価格の理論を農家主体均衡論に導入した
モデルを用いて，経営規模の硬直性，経営規模拡大の制約について論じ，これを
理論的基礎として主として『農家経済調査』を用いた実証的研究を展開してい
る。また，甲斐20)は子牛生産経営の零細性，換言すれば零細子牛生産経営の規
模の硬直性を期待収益ー下方向最大変動幅有効曲線を導出する線型計画法の応
用によって説明し，同じく甲斐21)は与件変化線型計画法により子牛経営の多頭
化の leadingfactorの一つである経営資金を連続的に変化させ機械化による
規模拡大過程を分析した。頼の研究は説明モデルの実証的研究への援用によっ
て，甲斐の研究は規範的な経営計画論の実証的研究によって経営規模の硬直性
，経営規模拡大過程の分析を行ったものであり，これらの実証的分析を通して
経営規模拡大の条件を示している。
第6節むすび
以上，特にアメリカの農業生産経済学に基礎をおいた経営規模論をアメリカ
については主として理論的研究を中心に，わが国については主として実証的研
究を中心に概観した。両者の概観から理解されるように，生産経済学に基礎を
おいた経営規模論は最適経営規模の決定という規範的性格の問題と同時に，経
営規模に関連するその他の多くの重要な実証的性格の問題を取扱っている。ゎ
19)文献〔65〕を参照。
20)文献〔30〕を参照。
21)文献〔31〕を参照。
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れわれは生産経済学に基礎をおいた経営規模論が，以上に指摘するように単に
目的一手段関係として強調される規範的側面だけでなく，経営規模に関連する
経済諸現象の理解と説明として強調される実証的側面において極めて有効であ
ることに注目しなければならないと同時に， それが取扱う領域が単に個別農
家・経営というミクロ水準の経営規模問題だけでなく，地域あるいは産業とし
ての農業というセミマクロ水準の経営規模問題にまで及んでいることにも注目
する必要がある。
本稿では以上の点を中心に検討してきたが，農業における経営規模に関する
研究は生産経済学的接近方法とは異なる接近方法によっても展開されている。
即ち，最近， 領域（対象）と方法に注目してわが国における農業経営研究をい
くつかの系譜に分類する試みがなされており，各々の系譜においてその領域と
方法を反映した経営規模問題に関する研究が展開されている。沐稿で中心的に
検討した生産経済学に基礎をおく経営規模論の意義や限界に関して他の系譜に
おける経営規模論と対比するなかで明らかにすることも重要な課題である。こ
の課題に関しては本稿では残された課題であり，後日，展開する予定である。
なお，本稿は「アメリカにおける農業生産経済学の展間と経営規模論」
（『農業計算学研究』第9号， 1976年2月）を発展させたものである。
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